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浄化槽（51人槽以上）の構造・機能と維持管理について 

 
 一般社団法人浄化槽システム協会 技術推進部会編 

 

１．はじめに 

現在、新設される浄化槽の殆どが性能評価型浄化槽であり（令和 4年度当協会出荷統計

の性能評価型の比率 5～50人槽が 99.8％、51人槽以上が 99.2％）、各社の様々な処理方式

の浄化槽に関する技術情報を理解し、適正な維持管理に役立てることが重要となってい

る。当協会では浄化槽の適正普及を目的に、今回は 51 人槽以上の性能評価型浄化槽の構

造・機能と維持管理について、各社の講習会用資料等をまとめ掲載した。 

また、51人槽以上の浄化槽に関連する一般的な法令・制度、そして近年実施されている

「浄化槽システムの脱炭素化推進事業」と「遠隔監視機能を有する浄化槽の保守点検の回

数（告示の内容）」について簡略にまとめた。 

 

２．浄化槽に関する法令等について  

浄化槽は建築基準法、浄化槽法等に基づき、浄化槽の開発・生産、施工、保守点検、清

掃、法定検査等に関し決まりが定められている。５１人槽以上の中大型浄化槽にもこれら

の内容が適用されるため、その概要を以下に記載する。  

  

２．１ 浄化槽の開発・生産  

浄化槽には、昭和 55 年建設省告示第 1292 号による構造の「告示型」と、第三者の性

能評価を取得し、国土交通大臣が認めた「性能評価型」がある。最近では設置される浄化

槽のほとんど（99％以上：令和 4年度浄化槽出荷統計調べ）が性能評価型となっている。  

性能評価型浄化槽の開発・生産にあたっては、下記の評価と大臣の認定等を取得する必

要がある。  

（１）第三者機関による性能評価試験と評価  

（２）建築基準法に基づく国土交通大臣の認定（構造・仕様・性能に関する認可）  

（３）浄化槽法に基づく国土交通省地方整備局長の認定（工場生産の認可）  

 

性能評価試験における試験条件の概要を下記に示す（住宅の場合の例）。  

【流入水質】  

BOD濃度 200mg/L 

T-N濃度 45mg/L 

T-P濃度 5mg/L 

【汚水量】   

１人１日当たりの汚水量 200L/(人・日) 

 



【汚水流入パターン】  

 

51～100人槽流入パターン 

 

 101～500 人槽流入パターン 

 

 501人槽以上流入パターン 

 

２．２ 施工  

浄化槽の設置あるいは規模の変更をする場合には、建築主事による建築確認あるいは都

道府県知事（保健所を設置する市にあっては市長）を経由して特定行政庁への届出を義務

づけしている。  

浄化槽法で定める浄化槽工事とは「浄化槽を設置し、又はその構造若しくは規模の変更

をする工事」をいい、誤った工事により浄化槽が適正に機能しないことを防ぐために、国



土交通省・環境省令で定める「浄化槽工事の技術上の基準」に従って行わなければならな

い。また、施工業者（工事業者）は営業所ごとに浄化槽設備士を置き、浄化槽設備士は自

ら工事を行うか工事を監督して進めることとなっている。  

【管理者（設置者）の義務】  

（１）浄化槽設置届書の提出  

【工事業者の義務】 

（１）浄化槽工事業を行うものは工事を行う区域を管轄する都道府県知事の登録を受け

なければならない 

（２）浄化槽工事業者は、営業所ごとに浄化槽設備士を置かなければならない 

（３）浄化槽工事は、「浄化槽工事の技術上の基準」に従って行わなければならない 

【特定施設設置届（水質）】 

浄化槽の人槽が 501 人以上（指定地域にあっては 201～500 人槽も指定地域特定施設と

して適用）の規模の場合には水質汚濁防止法第 5条及び同法施行令 3条の適用により工事

着手の 60 日前までに都道府県知事に対し特定施設設置の届出をすることとなっている。

特定施設の浄化槽は水質汚濁防止法に基づく排水基準が適用され、特に総量規制の対象と

なる指定地域（東京湾、伊勢湾、瀬戸内海）においては厳しい水質規制があるため浄化槽

の選定には注意を要する。 

【特定施設設置届（騒音）】 

7.5kW 以上の空気圧縮機、送風機等を設置する場合は工事開始日より 30 日前までに都

道府県知事に対し特定施設設置の届出をすることとなっている。尚、条例によって上乗せ

基準があるので注意を要する（3.7kW以上が対象など）。同じ条件で振動規制もあるが、送

風機は対象外となる。 

【都市計画上の位置制限】 

都市計画区域内で処理能力 3,000人を超える場合（総合的設計による一団地内の住宅施

設の場合は 10,000人）は、建築基準法第 51条の規定の適用があり、都市計画決定又はた

だし書きの許可申請が必要となる。 

 

２．３ 保守点検  

保守点検とは「浄化槽の点検、調整またはこれに伴う修理をする作業」をいい、浄化槽

の作動状況、浄化槽全体の運転状況、各単位装置の流出水の水質や汚泥の蓄積状況等を調

べ、異常や機器の故障を早期に発見し、予防の処置を講ずる作業であり、環境省令で定め

る「浄化槽の保守点検の技術上の基準」及び浄化槽製造業者の設計図書等に従う必要があ

る。  

【管理者（設置者）の義務】 

（１）使用開始の報告 

（２）使用開始直前の保守点検 

（３）使用開始後は、環境省令で定める回数の保守点検、清掃の他、使用に関する準則 

の遵守 

（４）使用開始後 3 月を経過した時点から 5月以内に行う法定検査 

（５）毎年 1 回の法定検査 



（６）保守点検、清掃の記録の保存（3 年間） 

※保守点検や清掃を管理者自らが行うことが出来ない場合は、浄化槽法に定め

られている保守点検業者（または浄化槽管理士）や浄化槽清掃業者に委託す

ることができる。 

※規模が 501 人槽以上の浄化槽では環境省令で定める資格を有する技術管理者

を置かなければならない。ただし自ら技術管理者として管理する浄化槽につ

いてはこの限りではない。 

【保守点検業者の義務】  

（１）保守点検を委託できる者は、法の定めるところにより、浄化槽管理士あるいは都

道府県知事の登録を受けた保守点検業者でなければならない。  

（２）浄化槽の保守点検は、｢浄化槽の保守点検の技術上の基準｣に従って行わなければ

ならない。  

【保守点検の時期および回数】  

最初の保守点検は、浄化槽使用開始の直前に行い、それ以降は、環境省令の定めるとこ

ろにより、次表に掲げる期間ごとに１回以上行う。 

保守点検の時期 

処理方式 浄化槽の種類 期間 

活性汚泥方式 --- １週 

回転板接触方式 

接触ばっ気方式 

散水濾床方式 

①．砂ろ過装置活性炭吸着装置又は凝集槽を

有する浄化槽 

１週 

②．スクリーン及び流量調整タンク又は流量

調整槽を有する浄化槽（①を除く） 

２週 

③．①及び②に掲げる浄化槽以外の浄化槽 ３月 

※性能評価型は、大臣認定の条件による（概ね上記に準ずる）。 

  

２．４ 清掃  

清掃とは、浄化槽内に蓄積した余剰汚泥を系外に排出し、浄化槽の性能を維持するため

に必要な作業であり、保守点検と同様に環境省令で定める「浄化槽の清掃の技術上の基準」

及び浄化槽メーカーの設計図書等に従う必要がある。 

【清掃業者の義務】  

（１）清掃を受託できる者は、法の定めるところにより、当該業を行おうとする区域を

管轄する市町村の許可を受けた清掃業者でなければならない。 

（２）浄化槽の清掃は「浄化槽の清掃の技術上の基準」に従って行わなければならない。

清掃の回数は、浄化槽法の定めるところにより、毎年 1 回は行うことになって

いる。 

  

２．５ 法定検査  

法定検査は浄化槽法により定められ、第 7 条検査と第 11 条検査がある。法定検査で

不適合と指摘された場合は、その是正処置を速やかに行うことが必要である。  



項目 主な検査対象 検査時期 検査実施者 

7条検査 施工 浄化槽使用開始後 3 月を経

過した時点から 5月以内 

都道府県知事の指定

する検査機関 

11条検査 維持管理 毎年 1回 

 

２．６ 浄化槽メーカーの保証とアフターサービス  

【保証について】  

標準の保証期間は浄化槽使用開始日から起算して、本体が 3 年、駆動部は 1 年として

いる。保証対象については次のとおり。  

○槽本体：本体の外殻、仕切板  

※浄化槽以外の目的で使用する場合は、保証対象外。  

○駆動部（ブ口ワ、送風装置、ポンプ、制御盤等）  

○その他部品（開口部フタ・枠,配管部材、嵩上げ材、ろ材等）  

※開口部のふた等は使用上に発生した外観上の傷・錆等は対象外。  

※消耗部品（ダイアフラム、パッキン、消毒剤、電池等）及び消耗部品に起因する

故障は対象外。  

○備考  

※保証は「浄化槽の機能」を対象としており「浄化槽の性能」を保証しているもの

ではない。 

※保証書がない場合は保証対象外になる場合があるので、保証書は大切に保管する

こと。 

※本体（躯体）の耐用年数は修理・補修を行うことにより 30～50年の実績がある。 

【部品の保有年数】  

部品の最低保有年数は生産打ち切り後、おおむね 7年（代替品による対応とする場合も

ある）。 

 



３．遠隔監視機能を有する浄化槽の保守点検の回数を定める件について 

  告示の内容を下記にまとめた。 

第１ 遠隔監視機能について  

告示において、遠隔監視機能とは浄化槽に係る機能が適切に維持されていることを、当該浄化槽の設置場所か

ら離れた位置において確認することができる機能を指しており、「回転板接触方式、接触ばつ気方式又は散水ろ

床方式」については、具体的には少なくとも次表に定める項目の監視を行うものとする。  

 

表 最低限の監視箇所及び監視すべき項目 

監視箇所  監視すべき項目  

 

前 処

理 施

設  

 

し渣かご  

 

し渣量  

 

重量（ロードセル等）、し渣かごの上部か

らし渣までの距離（光電センサ、超音波距

離センサ等）  

自動式スクリーン  

 

閉塞及び稼働の状況  電流の過負荷・漏電、スクリーン手前の水

位等  

排砂槽・水路（ばっ気

沈砂槽がある場合に

限る。）  

堆積物の状況  排砂用エアリフトポンプの風量、排砂槽の

砂の堆積量  

流量

調整

槽  

槽内・フロートスイッ

チの稼働  

 

水位及び稼働の状況  

 

誤差±10cmの範囲で水位、フロートスイッ

チの作動記録  

 

 

また、遠隔監視における計測周期は、概ね10分に１回以上とし、計測には信頼性のあるセンサ等を用いること

とする。なお、センサには、これまでに浄化槽等で用いられていないセンサや現在市販されていないものでも、

モニタリング対象の事象が確認でき、実用的な精度、耐久性等があるものを用いても差し支えない。  

異常発生時には、自動でメール等により、浄化槽管理者又は浄化槽管理者から委託を受けた保守点検業者等に

通知する機能を有するものとする。 

 

第２ 異常発生時に速やかに適切な措置をとるための体制について  

告示では、遠隔監視機能を有しているのみならず、当該浄化槽に異常が発生した場合に速やかに適切な措置を

とるための体制が整備されている場合を特例の対象としている。このため、浄化槽管理者は、異常発生時には、

速やかに浄化槽管理者又は浄化槽管理者から委託を受けた保守点検業者等に通知が行われ、適切な措置が行われ

る体制があることを、保守点検作業の契約書等にて明らかにしておく必要がある。 

 

第３ 処理方式等について  

告示は、処理対象人員が 51 人以上である浄化槽を対象としている。また、汚泥の貯留量については、浄化槽

の流入負荷及び処理性能に基づき必要な容量を確保する必要がある。し渣かごについては、実績に基づき適切な

貯留量を確保する必要がある。 

告示では、膜分離活性汚泥方式及び回転板接触方式、接触ばつ気方式又は散水ろ床方式のうち、遠隔監視機能

を有する浄化槽を対象としている。また、運用上性能評価型の点検回数は、構造例示型の浄化槽に準じた回数を

適用してきたところである。このため、生物ろ過法や担体流動法の保守点検回数においても、接触ばつ気方式に

準じて扱うものとする。 

なお、膜分離活性汚泥方式については遠隔監視機能により膜の汚れ状態の監視（膜差圧等）を適切に行った場

合の保守点検頻度の緩和が以前より運用上認められてきたところであり、監視の項目は従前のとおりであるが、

今般の告示の制定に伴い、改めてその旨を明らかにしたものである。 

 

第４ その他  

告示の対象である浄化槽に該当するかの判断に用いる資料としては、処理方式について記載がある維持管理要

領書や異常発生時における措置体制が記載された保守点検作業の契約書等が想定される。 

また、告示の適用を受けて保守点検回数の特例を受けた浄化槽について、法定検査等により、浄化槽の正常な

機能が維持されていないと認められる場合にあっては、必要に応じて、浄化槽法第 12条第 1項に基づき、助言、

指導又は勧告を実施されたい。 

 

 



４．浄化槽システムの脱炭素化推進事業 

浄化槽システムの脱炭素化推進事業は、エネルギー効率の低い既設の中大型浄化槽

（30人槽以上）について、下記に示す事業の実施により大幅な CO2削減を図ることを目

的とした事業である。実施期間は令和 4 年度～令和 8 年度で本年度は 2 年目である。

事業は年度単位で行われるため、本年度は 2023 年 11 月 30 日までに申請・受理され、

事業の完了と報告は 2024年 1月 31日までに行う必要がある。 

 

事業（1） 最新型の高効率機器への改修事業 

・最新型の高効率機器（高効率ブロワ等）への改修とともにブロワ稼働時間を

効率的に削減可能なインバータ及びタイマー等の設置を要件とする。 

    ・改修によって当該機器のCO2排出量を20％以上削減（（3）の再エネ設備導入に

よる CO2排出量の削減を含む） 

事業（2） 先進的省エネ型浄化槽への交換事業 

・最新の省エネ技術による先進的省エネ型浄化槽への交換を要件とする。 

 ・交換によって既設浄化槽のCO2排出量を46％以上削減（③の再エネ設備導入に

よるCO2排出量の削減を含む） ※さらに、規模見直し等により高い削減率を

達成するものは優先採択 

事業（3） 新設機器の電力を賄うための再生可能なエネルギー設備の導入 

・上記(1)又は(2)と併せて行う再エネ設備（太陽光発電･蓄電池等）の導入を

支援する。 

 

補助金額は、事業(1)(2)の総事業費に対し2分の1の補助となる。事業（3）を導入し

た場合は、前記補助とは別に、再エネ設備の材・工に対し2分の1の補助を受けることが

できる。 

本事業の執行団体は、一般社団法人全国浄化槽団体連合会が担っており、事業の詳細

や申請書類は、同団体ホームページで確認・ダウンロードすることができる。 

https://www.zenjohren.or.jp/decarbon.html 

 

５．構造・機能と維持管理について 

51 人槽以上の中・大型浄化槽（工場生産型）について、処理性能別の型式をそれぞ

れ表にまとめた。また、これら性能評価型浄化槽の構造・機能と維持管理の技術情報

として、各社の講習会用資料等をまとめ掲載した。すべての型式の情報を掲載するこ

とが困難なため、表中の①～⑫の型式について掲載した。 

中・大型の性能評価型浄化槽は、様々な処理方式があり、機器類の制御が小型浄化

槽の比べ複雑となっている。維持管理の参考に今回の掲載内容をお役立ていただきた

い。 

 

 

https://www.zenjohren.or.jp/decarbon.html


51 人槽以上の型式と処理性能一覧（BOD、COD除去型） 

BOD(mg/L) 20 15 10 10 

COD(mg/L) 30 30 15 10 

アムズ(株) 

■FX 

■FXE 

□FXU 

□FXR 

□FXF 

① 

 

② 

 

 □BT 

 

(株)アールエコ 

 

□BMM-D 

□ANZ 

□AXN 

 

③ 

⑥ 

 

 

  

(株)クボタ 
■K-SG-Ⅲ □KTZ 

□KRZ 

③ 

④ 

 

 

  

大栄産業(株) 
■FCR 

■FCT 

□FCA 

□FCW 

⑤ 

⑥ 

□FCI ⑦ 

  

大管工業(株) 
■CN 

■RT 

□DTR  

 

 □DTR10 

 

(株)ダイキアクシス 
■CN2 

■CR2 

□GA 

□DCW 

⑤ 

⑥ 

□RBC ⑦ □FBF 

 

(株)西原ネオ 

 

□NTZ 

□NRZ 

□NCW 

③ 

④ 

⑥ 

□NCI ⑦ 

  

ニッコー(株) 

 

□NSR 

□NK-USRⅡ 

□NKT 

⑧ 

⑨ 

①  

 

 

  

(株)ハウステック 
■JTN2 

■JRN2 

□HNR2 ⑩ 

 

 □JRN2+F1 

□HRN2+F1 

 

フジクリーン工業(株) 

 

□PV 

□PC 

⑪ 

 

 □PMJ 

 

藤吉工業(株) 

■AWF6-2TD 

■AWF6-2RD 

□FTZ 

□FRZ 

□FCD-W 

③ 

④ 

⑥ 

□FCD-I ⑦ 

 

□FKM-B 

前澤化成工業(株) 

 

□FZC 

□FYC 

□FYCC 

① 

 

②  

 

 □FVH 

 

琉球設備工業(株) 

 

□RS-CT ⑥ □RS-RT ⑦ 

  

※1：■は告示型、□は性能評価型 

※2：処理水質は性能評価値または性能評定値 

※3：CODの値は昭和 55年建設省告示第 1292号第 12に相当する値のものを含む 

※4：処理水質の「30」は「25」の場合を含む 

※5：OEM製品を含め、表中に記した①～⑫の機種の講習会資料（抜粋）を掲載 



51 人槽以上の型式と処理性能一覧（T-N除去型） 

BOD(mg/L) 20 15 10 5 

COD(mg/L) 30 30 15 10 

T-N(mg/L) 20 20 10 10 20 

アムズ(株)    □FRN  □NRK 

(株)クボタ      □KM-SG-B 

大管工業(株) □DKT      

(株)西原ネオ     □MCB  

ニッコー(株)      □MBK-B 

フジクリーン工業(株)  □PCN ⑫    

※1：■は告示型、□は性能評価型 

※2：処理水質は性能評価値または性能評定値 

※3：CODの値は昭和 55年建設省告示第 1292号第 12に相当する値のものを含む 

※4：処理水質の「30」は「25」の場合を含む 

※5：OEM製品を含め、表中に記した①～⑫の機種の講習会資料（抜粋）を掲載 

 

 

51人槽以上の型式と処理性能一覧（T-N・T-P除去型） 

BOD(mg/L) 10 5 

COD(mg/L) 15 10 10 

T-N(mg/L) 15 10 10 20 10 

T-P(mg/L) 1 1 1 1 0.5 

アムズ(株)   □NRG  □NRKG 

(株)クボタ     □KM-SG-NP 

大栄産業(株)     □FM 

(株)ダイキアクシス    □FCF □FN2F 

ニッコー(株)  □NPKB-Ⅱ   □MBK-NP 

(株)ハウステック  □HNR1    

フジクリーン工業(株)  □CRX   □PM 

藤吉工業(株)     □FKM-NP 

前澤化成工業(株)   □FUI   

※1：■は告示型、□は性能評価型 

※2：処理水質は性能評価値または性能評定値 

※3：CODの値は昭和 55年建設省告示第 1292号第 12に相当する値のものを含む 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

『性能評価型浄化槽（51人以上、工場生産型）の 

構造・機能と維持管理のポイント』 

（各社プレゼン資料より抜粋 ①～⑫） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

ＦＸＵ型 アムズ株式会社 
ＦＺＣ型 前澤化成工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＫＴ型 ニッコー株式会社（ＯＥＭ） 

① 

1/4 

 

 
 

  

  

 

 

  



 

 

ＦＸＵ型 アムズ株式会社 
ＦＺＣ型 前澤化成工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＫＴ型 ニッコー株式会社（ＯＥＭ） 

① 

2/4 

 

  

  

  

 

 

  



 

 

ＦＸＵ型 アムズ株式会社 
ＦＺＣ型 前澤化成工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＫＴ型 ニッコー株式会社（ＯＥＭ） 

① 

3/4 

 

  

  

  

 

 

  



 

 

ＦＸＵ型 アムズ株式会社 
ＦＺＣ型 前澤化成工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＫＴ型 ニッコー株式会社（ＯＥＭ） 

① 

4/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＦＸＦ型 アムズ株式会社 ＦＹＣＣ型 前澤化成工業株式会社（ＯＥＭ） 
② 

1/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＦＸＦ型 アムズ株式会社 ＦＹＣＣ型 前澤化成工業株式会社（ＯＥＭ） 
② 

2/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＦＸＦ型 アムズ株式会社 ＦＹＣＣ型 前澤化成工業株式会社（ＯＥＭ） 
② 

3/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＦＸＦ型 アムズ株式会社 ＦＹＣＣ型 前澤化成工業株式会社（ＯＥＭ） 
② 

4/4 

 

  

  

 

 

 

 



 

 
ＫＴＺ型・ＫＲＺ型 

     株式会社クボタ 

ＡＮＺ型      株式会社アールエコ（ＯＥＭ） 

ＦＴＺ型・ＦＲＺ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＴＺ型・ＮＲＺ型 西原ネオ株式会社（ＯＥＭ） 

③④ 

1/4 

 

  

  

  

 

 



 

 
ＫＴＺ型・ＫＲＺ型 

     株式会社クボタ 

ＡＮＺ型      株式会社アールエコ（ＯＥＭ） 

ＦＴＺ型・ＦＲＺ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＴＺ型・ＮＲＺ型 西原ネオ株式会社（ＯＥＭ） 

③④ 

2/4 

 

  

  

  

 

 



 

 
ＫＴＺ型・ＫＲＺ型 

     株式会社クボタ 

ＡＮＺ型      株式会社アールエコ（ＯＥＭ） 

ＦＴＺ型・ＦＲＺ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＴＺ型・ＮＲＺ型 西原ネオ株式会社（ＯＥＭ） 

③④ 

3/4 

 

  

  

  

 

 



 

 
ＫＴＺ型・ＫＲＺ型 

     株式会社クボタ 

ＡＮＺ型      株式会社アールエコ（ＯＥＭ） 

ＦＴＺ型・ＦＲＺ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＴＺ型・ＮＲＺ型 西原ネオ株式会社（ＯＥＭ） 

③④ 

4/4 

 

  

  

  

 

 



 

 
ＦＣＡ型 大栄産業株式会社 

ＧＡ型  株式会社ダイキアクシス 

⑤ 

1/4 

 

  

 
 

 
 

 

 



 

 
ＦＣＡ型 大栄産業株式会社 

ＧＡ型  株式会社ダイキアクシス 

⑤ 

2/4 

 

  

 
 

 
 

 

 



 

 
ＦＣＡ型 大栄産業株式会社 

ＧＡ型  株式会社ダイキアクシス 

⑤ 

3/4 

 

 
 

 
 

 
 

 

 



 

 
ＦＣＡ型 大栄産業株式会社 

ＧＡ型  株式会社ダイキアクシス 

⑤ 

4/4 

 

  

  

  
 

 



 

 

ＦＣＷ型 大栄産業株式会社 

ＤＣＷ型   株式会社ダイキアクシス（ＯＥＭ） 

ＦＣＤ－Ｗ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＲＳ－ＣＴ型 琉球設備工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＣＷ型   株式会社西原ネオ（ＯＥＭ） 

ＡＸＮ型   株式会社アールエコ（ＯＥＭ） 

⑥ 

1/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＦＣＷ型 大栄産業株式会社 

ＤＣＷ型   株式会社ダイキアクシス（ＯＥＭ） 

ＦＣＤ－Ｗ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＲＳ－ＣＴ型 琉球設備工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＣＷ型   株式会社西原ネオ（ＯＥＭ） 

ＡＸＮ型   株式会社アールエコ（ＯＥＭ） 

⑥ 

2/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＦＣＷ型 大栄産業株式会社 

ＤＣＷ型   株式会社ダイキアクシス（ＯＥＭ） 

ＦＣＤ－Ｗ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＲＳ－ＣＴ型 琉球設備工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＣＷ型   株式会社西原ネオ（ＯＥＭ） 

ＡＸＮ型   株式会社アールエコ（ＯＥＭ） 

⑥ 

3/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＦＣＷ型 大栄産業株式会社 

ＤＣＷ型   株式会社ダイキアクシス（ＯＥＭ） 

ＦＣＤ－Ｗ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＲＳ－ＣＴ型 琉球設備工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＮＣＷ型   株式会社西原ネオ（ＯＥＭ） 

ＡＸＮ型   株式会社アールエコ（ＯＥＭ） 

⑥ 

4/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＦＣＩ型 大栄産業株式会社 

ＲＢＣ型   株式会社ダイキアクシス（ＯＥＭ） 

ＮＣＩ型   株式会社西原ネオ（ＯＥＭ） 

ＦＣＤ－Ｉ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＲＳ－ＲＴ型 琉球設備工業株式会社（ＯＥＭ） 

⑦ 

1/4 

 

 
 

 
 

 
 

 

 



 

 

ＦＣＩ型 大栄産業株式会社 

ＲＢＣ型   株式会社ダイキアクシス（ＯＥＭ） 

ＮＣＩ型   株式会社西原ネオ（ＯＥＭ） 

ＦＣＤ－Ｉ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＲＳ－ＲＴ型 琉球設備工業株式会社（ＯＥＭ） 

⑦ 

2/4 

 

  

  

  
 

 



 

 

ＦＣＩ型 大栄産業株式会社 

ＲＢＣ型   株式会社ダイキアクシス（ＯＥＭ） 

ＮＣＩ型   株式会社西原ネオ（ＯＥＭ） 

ＦＣＤ－Ｉ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＲＳ－ＲＴ型 琉球設備工業株式会社（ＯＥＭ） 

⑦ 

3/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＦＣＩ型 大栄産業株式会社 

ＲＢＣ型   株式会社ダイキアクシス（ＯＥＭ） 

ＮＣＩ型   株式会社西原ネオ（ＯＥＭ） 

ＦＣＤ－Ｉ型 藤吉工業株式会社（ＯＥＭ） 

ＲＳ－ＲＴ型 琉球設備工業株式会社（ＯＥＭ） 

⑦ 

4/4 

 

  

  

  
 

 



 

 

ＮＳＲ型 ニッコー株式会社 
⑧ 

1/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＮＳＲ型 ニッコー株式会社 
⑧ 

2/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＮＳＲ型 ニッコー株式会社 
⑧ 

3/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＮＳＲ型 ニッコー株式会社 
⑧ 

4/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＮＫ－ＵＳＲⅡ型 ニッコー株式会社 
⑨ 

1/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＮＫ－ＵＳＲⅡ型 ニッコー株式会社 
⑨ 

2/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＮＫ－ＵＳＲⅡ型 ニッコー株式会社 
⑨ 

3/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＮＫ－ＵＳＲⅡ型 ニッコー株式会社 
⑨ 

4/4 

 

  

  

  

 

 



 

 

ＨＮＲ２型 株式会社ハウステック 
⑩ 

1/4 

 

１．製品仕様

内容項目

間欠ばっ気活性汚泥方式処理方式

51人～2,000人処理対象人員

10.2～250m3/日日平均汚水量

ＢＯＤ100～320mg/L以下流入水質

ＢＯＤ20mg/L以下放流水質

8～12時間排出時間

設計計算書による維持管理頻度

（１）仕様

1
 

ば
っ
気
型
ス
ク
リ
ー
ン

流
量
調
整
槽

計
量
装
置

微
細
目
ス
ク
リ
ー
ン

細
目
ス
ク
リ
ー
ン

間
欠
ば
っ
気
槽

沈
澱
槽

消
毒
槽

汚泥濃縮槽

流

入

放

流

返送汚泥

脱離液

副水路

余剰汚泥

汚泥貯留槽
（２）処理対象人員：

501～2,000人

2

汚泥濃縮貯留槽
脱離液 余剰汚泥

（１）処理対象人員：
51～500人

２．フローシート

以下共通

 

（１）構造図（参考図）

３．各装置の構造と機能

3
 

汚泥濃縮貯留槽

流入 放流

活性汚泥
（微生物）

余剰汚泥濃縮、貯留

ばっ気型
     

①粗目     
→砂の沈殿除去
夾雑物の補足

①

間欠ばっ気槽

⑤散気管
⑥撹拌機
→間欠ばっ気運転
→有機物の分解

⑤

⑥

沈殿槽

⑦          
→汚泥の沈殿除去
→沈殿汚泥の返送
⑧       
→スカムの返送

⑦

⑧

消毒槽

⑨消毒筒
→処理水の滅菌

⑨流量調整槽

②流量調整     
③計量装置
→移流量の定量化
④微細目     
→夾雑物の除去

③

②

④

4

（２）各部の名称と働き（500人槽以下）

 

①ばっ気型スクリーン

（３）単位装置の構造と機能（500人槽以下）

流入⇒

内容項目

構造基準に定める構造構造

流入水に含まれるし渣、砂などを除去する
・荒目スクリーン（50mm）にてし渣等を捕捉
・滞留部にて砂と汚水を分離
・貯留部に砂などを貯留

機能

流入⇒

5

流量調整槽

⇒流量調整槽へ

 

②流量調整槽

LWL

HWL
AWL

流量調整用ポンプ２台
（自動交互運転）

レベルスイッチ

内容項目

構造基準に定める構造構造

流入水量の変動を緩和する機能

①レベルスイッチによるポンプ稼働条件
・LWL：ポンプ停止推移
・LWL＋150mm：ポンプ1台稼働
・HWL：ポンプ2台同時運転
・AWL：警報

②計量装置にて一定水量を間欠ばっ気
槽へ移送

計量装置

戻り水

間欠ばっ気槽へ

6

撹拌用散気装置

 

 

 



 

 

ＨＮＲ２型 株式会社ハウステック 
⑩ 

2/4 

 

Ａ－Ａ断面図

③計量装置

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｂ－Ｂ断面図
（副水路：スクリーン故障時）

内容項目

計量装置：一定水量を間欠ばっ気槽へ移送
・三角セキにて間欠ばっ気槽への移送量を計量
・四角セキにて余剰水を流量調整槽の戻す
・水量の調整は四角堰にて行う
・移送水量は１Ｑに設定する

機能

7
 

間欠ばっ気槽は ⇒ 撹拌工程

同じ槽内で

繰り返す

ばっ気工程

水中撹拌機(ON)

ブロワ(ON) ブロワ(OFF)

ばっ気工程：硝化反応
（好気処理）

撹拌工程：脱窒反応
（嫌気処理）

水中撹拌機(OFF)

④間欠ばっ気槽

目的：省エネと窒素除去を期待

8
 

④間欠ばっ気槽

9
水中撹拌機

汚水マス

流出流入

連続的に沈殿槽からの
沈殿汚泥を流入

断続的に汚泥濃縮貯留
槽へ余剰汚泥を移送

沈殿槽からの沈殿汚泥を
間欠ばっ気槽に返送

散気パイプ  

⑤汚泥マス

沈殿槽からの沈殿汚泥
を間欠ばっ気槽に返送

断続的に汚泥濃縮貯
留槽へ余剰汚泥を移送

沈殿槽からの沈殿汚泥
を間欠ばっ気槽に返送

間欠ばっ気槽内

汚泥引抜き用
エアリフトポンプ

間欠ばっ気槽水面

汚泥腐敗防
止および
汚泥撹拌用
散気管

内容項目

余剰汚泥を汚泥マス内
の汚泥引抜き用エアリ
フトポンプにて、汚泥濃
縮貯留槽または汚泥濃
縮槽に移送

・三角セキにて間欠
ばっ気槽への移送量を
計量
・余剰汚泥移送量の調
整はエアリフトポンプの
稼働時間にて行う

機能

10
 

⑥沈殿槽
内容項目

構造基準に定める構造構造

活性汚泥を固液分離し、上澄み水を消毒槽へ、沈殿汚泥を間欠ばっ気槽内の
汚泥マスへ移送

機能

11
 

⑦消毒槽
内容項目

構造基準に定める構造構造

処理水を塩素にて消毒して放流
・薬剤筒に消毒剤を格納

機能

12
 

 

 



 

 

ＨＮＲ２型 株式会社ハウステック 
⑩ 

3/4 

 

（１）ばっ気型スクリーン

４．維持管理の留意点

13

維持管理内容項目

荒目スクリーンで捕捉されたし渣の排除荒目スクリーン

堆積および貯留された砂等の除去貯留部

目詰まり確認と目詰まり解除
空気漏れや空気管の確認と処理

散気装置

性能確認
・吐出圧力や空気量の確認と処置
・消耗品の交換や補充

ブロワ（散気装置用）

流入水の確認
・浄化性能を妨げる汚水や固形物、油分等の確認
⇒該当する汚水などが流入している場合は、使用者
に注意を促す。

使用状況の確認

 

（２）流量調整槽

14

維持管理内容項目

撹拌用散気装置からの空気量確認
・目詰まり確認と目詰まり解除
・必要に応じて交換
配管状況の確認
・破損、ねじ類のゆるみなどの確認と処理

汚水の撹拌状況

水面跡確認による異常水位発生の確認
・異常水位（高い水位）の場合は、計量装置の移送量
を調整
・レベルスイッチの動作レベルの確認と調整

水位の確認

ポンプ作動、停止レベルの確認と設定（調整）
・レベルスイッチの動作確認（ＯＮ／ＯＦＦ）

レベルスイッチ

本体等の劣化確認と処置
・インペラー、消耗品の交換や補充
・絶縁抵抗、ケーブル劣化の確認と処置

流量調整ポンプ

性能確認
・吐出圧力や空気量の確認と処置
・消耗品の交換や補充

ブロワ（撹拌用）

 

維持管理内容項目

間欠ばっ気槽への移送水量を測定し、移送水量を調整する

①移送水量の算出方法（計算例）
＜条件＞

設計水量（日平均汚水量）：50m3／日
流量調整比：1.0

＜計算例＞
50m3／日÷（24時間×60分）×1.0×1000
＝1分間当たりの移送量 ⇒ 34.7L／分

②移送量を三角セキまたは実測する
③移送量を計算から求めた水量に調整する
※四角セキを上下させて移送水量を調整

移送水量の確認

（３）計量装置
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戻り水
（余剰水）

上下稼働
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維持管理内容項目

部品等の劣化確認と処置
・スクリーンバー、消耗品の交換や補充
・絶縁抵抗、ケーブル劣化の確認と処置

自動微細目スクリーン

細目スクリーンで捕捉されたし渣の排除細目スクリーン
（副水路）

撹拌用散気装置からの空気量確認
・目詰まり確認と目詰まり解除
・必要に応じて交換

配管状況の確認
・破損、ねじ類のゆるみなどの確認と処理

散気装置（副水路）

 

（４）間欠ばっ気槽
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維持管理内容項目

3,000～4,000mg／Lの範囲に調整
・余剰汚泥はMLSS、SV、汚泥界面から判断して引抜く
※引抜きについては汚泥マスにて説明

ＭＬＳＳ濃度の管理

実流入水量を測定し、設計値より少ない場合は
ばっ気／撹拌時間の調整を行う

⇒次ページ以降参照
⇒ばっ気／撹拌時間の調整はタイマにて行う
⇒省エネの他、窒素除去も期待できる

ばっ気／撹拌時間
の目安

SVにて汚泥の沈降性を確認汚泥の沈降性

 

①実流入水量が設計値の70%～100%
運転方法：ばっ気９０分／撹拌３０分（120分サイクル）
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ＨＮＲ２型 株式会社ハウステック 
⑩ 
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②実流入水量が設計値の50%～70%
運転方法：ばっ気60分／撹拌60分（120分サイクル）
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③実流入水量が設計値の50%以下
運転方法：ばっ気３０分／撹拌９０分（120分サイクル）
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維持管理内容項目

散気装置からの空気量確認
・目詰まり確認と目詰まり解除
・必要に応じて交換
配管状況の確認
・破損、ねじ類のゆるみなどの確認と処理

散気装置

性能確認
・吐出圧力や空気量の確認と処置
・消耗品の交換や補充

ブロワ（ばっ気用）

動作確認
・撹拌機による水流確認（10ｃｍ／秒程度）
・プロペラの回転確認
部品等の劣化確認と処置
・消耗品の交換や補充
・絶縁抵抗、ケーブル劣化の確認と処置

水中撹拌機

 

沈殿槽からの沈殿汚泥
を間欠ばっ気槽に返送

断続的に汚泥濃縮貯
留槽へ余剰汚泥を移送

沈殿槽からの沈殿汚泥
を間欠ばっ気槽に返送

間欠ばっ気槽水面

維持管理内容項目

前回保守点検時のMLSS濃度と比較し、汚泥引抜き量を調整
する
・汚泥引抜きは1日4回～6回、引抜き時間をタイマにて
調整し、引抜き量を設定

汚泥引抜き量の設定

吐出水量の確認（70～100L／分）程度
・吐出量が少ない場合はエアリフト内の洗浄を行う

エアリフトポンプの性能
確認

（５）汚泥マス
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越流セキ

汚泥界面

スカムスキマー

（５）沈殿槽
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維持管理内容項目

間欠ばっ気槽のMLSSを3,000～
4,000mg／Lの範囲内になるよう調整

沈澱槽内の汚泥界面が上昇しないよう
返送比率を調整

汚泥返送量
の調整

スカムが水面にある場合は、ひしゃくで
除去する
スカムスキマーの稼働時間を調整する

スカムスキ
マーの調整

越流セキ全体に処理水が越流するよう
調整する

越流セキに異物が付着している場合は
除去する

越流セキの
調整他

（６）消毒槽
維持管理内容項目

塩素注入濃度を5～10mg／Lとして、薬剤の補充量を設定消毒剤

処理水が消毒筒内の薬剤に均等に接触するよう配置する消毒筒

 

（７）汚泥濃縮貯留槽
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脱離液

←汚泥マスからの余剰汚泥

散気管

維持管理内容項目

脱離液の濃度が高い場合
→汚泥引抜き時期：清掃実施

脱離液
濃度

撹拌状況の確認
→撹拌していない場合は空気配管の破

損、つまり等を確認し、必要に応じ処置
を行う

＜撹拌の目的＞
・汚泥引抜きをし易くする
・汚泥消化を期待

散気管
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